　    　　　　　　　　要　請　書
内閣府特命大臣政務官　　
泉　　　　　　健　　太　殿　
                                           　　平成２１年１０月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仙台市民オンブズマン

代表　　十　　河　　　　　弘

　　　　　　　　　　　　
美しい仙台を創る会

代表　　河　　村　　直　　人

私たちは、仙台市の地下鉄東西線建設につき、下記の要請をさせていただきますので、宜しくご検討されたくお願いいたします(なお、別便で、内閣総理大臣鳩山由紀夫殿、国土交通大臣前原誠司殿、行政刷新担当大臣仙谷由人殿にはほぼ同旨の書面を送付させていただきましたことを付言します)。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

第１　要請の趣旨

１　仙台市営・地下鉄東西線建設を直ちに中止する措置をとってください。
２　国は仙台市に対し、第４回パーソントリップ調査結果を前提に仙台市が事業許可申請した条件で需要予測を再計算するよう指示してください。
第２　要請の理由

１　はじめに（仙台市営地下鉄東西線は無駄な公共事業の典型です）

（１）私たち仙台市民オンブズマンは、官官接待、食糧費問題を追及するなど、公金の不正支出等を告発し行政の不正を監視している民間団体です。また、私たち美しい仙台を創る会は、仙台市のシンボルである青葉通りのケヤキ並木を守る活動等、仙台市の歴史、文化、環境を守るための諸活動をしている民間団体です。
（２）さて、仙台市は、八木山動物公園～荒井までの東西１３．９㎞(建設距離１４．４㎞)に地下鉄東西線を建設する計画を立て、平成１５年６月９日、国土交通大臣に対し、平成２７年開業時の乗車人数を１日当たり１３万人(後に同省から需要予測の再検討を迫られ１１万９０００人に修正)、建設費を２７３５億１２００万円(１㎞当たり約１９０億円)とする事業収支見積りを行い、鉄道事業法４条に基づく事業認可の申請をなし、平成１５年９月１８日事業認可(平成１７年工事施工認可)を取得し、平成１８年８月から工事が始まっています。工事は、①駅部構築工事(工期約３～５年)→②トンネル構築工事(工期約２～３年)→③駅舎建築工事(工期約２～３年)→④試験調整(約１年)を経て平成２７年度に開業予定とされています。
(３)しかし、東西線計画は、①需要見込み、②採算性、③経済効果、④都市景観の保全等からして無駄な公共事業の典型です。建設費は、国の補助金６０３億円、企業債９１５億円、市の出資金・補助金１２１７億円で賄うとされ、市債返還時には７５３億円の地方交付税が交付される予定です。現状の事業費の費消状況は、平成１５年～同２０年までの間に３０８億円、平成２１年には３６３億円の費消が予定されています。今後、平成２２年～同２６年までの間に２０６４億円が投入される予定です。

(４)従って、現時点で東西線建設を中止すれば、平成２２年～同２６年までの２０６４億円(総工費全体の４分の３)のムダ使いが防げることになり、国からの補助金等の支出を未然に食い止められ、更には、開業後、毎年数十億円もの赤字を発生し続ける「金食い虫」的事業が中止されることにより仙台市の財政破綻が回避されます。以下にその理由を指摘します。
２　需要見込み→当初計画の３分の１しか見込めません。
（１）仙台市当局は、東西線には１日当たり１１万９０００人が利用すると公言していますが、その根拠は今から１７年も前の平成４年度に実施された第３回パーソントリップ調査結果に基づくものです。しかし、平成１４年度には第４回パーソントリップ調査が行われているのですから同調査結果を用いるべきが当然のはずです。そして、同調査結果によれば、東西線の需要見込みは『１日当たり４万人から６万人』にすぎません(このことは平成19年4月に仙台市自身が公表しています)。
(２)第４回と第３回のパーソントリップ調査の一番の違いは料金を計算に入れるか否かです。第３回の計算方式は運賃の要素が入っておりませんので、例えば、地下鉄の初乗り運賃が1０００円であってもお客は１１万９０００人乗るとの非現実的計算に基づいています。本来なら、最新データである第４回パーソントリップ調査に基づいた計算方式を用い、且つ仙台市が事業許可申請した条件で再計算すべきはずなのに仙台市はこれを拒否しています。私たちが平成１５年に提訴した裁判の中でも、仙台市の担当者は「再計算すれば事業の見直しにつながる」などと証言し、同担当者自身が１１万９０００人の需要予測は不可能であると認めています。恐らく仙台市当局は内々に同様の計算を行っているはずですが現在でもこれを隠し続けています。
（３）後々発生する莫大な市民負担や国からの補助金の無駄使い等を考えれば、国と仙台市は、現時点で適切に再計算をする手段があり、自ら計算し得る立場にあるのですから、直ちに再計算を行うべきですが、それを行おうとはしておりません。開業後、莫大な赤字を発生させることは火を見るより明らかなのに誰も責任を取ろうとしない、従来の公共事業の典型例と言えましょう。今こそ、国は、最新のデータである第４回パーソントリップ調査に基づいた計算方式を用いて、且つまた、仙台市が事業許可申請した条件で再計算すべきことを仙台市に指示すべきです。また、仙台市もそれを行うべきです。その結果、１日当たり１１万９０００人という数字がいかに虚構に満ちた数字であるかが明白になります。そして、国の補助金等の無駄使いが未然に回避され、仙台市の財政破綻を食い止められます。
３．採算性→収支計画は既に破綻しています
（１）仙台市は、東西線に採算性ありと主張していますが、それには｢１１万９０００人の利用者の確保と５年に一度５％の運賃値上げをする｣ことが前提となるという代物です。しかし、１日当たり１１万９０００人の達成は有り得ない数字であることは上述した通りです。また、運賃を5年に一度５％値上げをすることなど、この景気低迷下では実施不可能です。しかも、この『5年に一度の値上げ』は、何も新しくできる東西線だけを対象としたものではなく、既存の南北線も一緒に運賃値上げをする前提の計算です。しかし南北線の運賃は、経済情勢や市長選挙等の政治的要素等からこの１０年間据え置かれたままになっています。つまり、『5年に一度の値上げ』などできない情勢にあるのです。

（２）そもそも既存南北線の運賃は割高で市民からは｢日本一高い地下鉄｣と不評を買っています。東京なら１６０円で済む乗車距離が仙台では２４０円～２９０円もするのです。仙台市の住宅地泉パークタウンからバスと地下鉄を乗り継ぎ市内に出ようとすると往復１０００円もかかってしまいます。その結果、市民は節約のため乗用車を利用し、感染道路は大渋滞を起こし、南北線は現時点で１０００億円以上の累積赤字を計上するとの悪循環を繰り返しています。
（３）また、仙台市の収支計画は、半永久的に地下鉄東西線利用者数が増え続けるという前提に立っています。しかし、仙台市の人口は既に頭打ちで、むしろ逓減傾向にあります（国立人口・社会問題研究所推計）。従って、そうした前提そのものに誤りもあり、収支計画が成り立たないことも明らかになっています。ところが、仙台市当局は、開業までに、東西線の沿線に３万２０００人が増加すると公言しています。これは仙台市の人口が平成１５年基準で１００万人から約７万人が増加する見込みを前提にしても、７万人のうち３万２０００人が東西線沿線に住みつくというという数字です。この数字は、３００人規模の大型マンションが平成２７年までの毎年毎月１棟ないし２棟が次々完成し、即完売して即居住が開始されるという非現実的数字です。現実は、仙台市の人口は既に現状の１０３万人で頭打ちで、東西線の沿線人口は寧ろ減っています。
（４）以上、１１万９０００人という需要予測も無理、５年に一度の５％の運賃値上げも無理、人口増も無理となると、収支計画は既に破綻しています。当然見直しが必要です。管轄する国（国土交通省）は、早急に仙台市に再計算と工事の見直しを指示すべきです。
４．経済効果→費用便益比は０．７にすぎません
（１）従前、国（国土交通省）は、公共事業の可否を判断する際の基準として、国が定めた｢マニュアル’９９｣に基づき｢費用対便益｣の比率を計算し、公共事業に投入する費用に対し、その便益が｢１．５｣以上になる場合に公共事業の有益性を認め、補助金等の支出を認めてきました。
(２)仙台市は、東西線の費用便益比を｢１．６｣と計上し、経済効果が見込まれるなど主張してきました。しかし、同数値は、仙台市が上記マニュアルとは異なる独自の計算式を用いて、便益側として本来計算に加えてはならない企業利益等を計算要素に加え水増しした代物です。これを上記マニュアルが定める計算式で計算し直すと｢１．０９｣という数値にしかなりません。しかも、この｢１．０９｣という計算結果は、あくまで１１万９０００人の需要予測が確保される前提で成り立つ数値であり、１日当たり４～６万人の需要しか見込めないとなれば、この｢１．０９｣という数値は、更に｢０．７｣にまで落ち込みます。これでは、投入した費用以下の便益しかなく、社会的意義ある公共事業とは到底言えないこと明らかです。
５．都市景観の保全→青葉通の欅や青葉山が壊されます
（１）仙台は古くから『杜の都』と称され、多くの人々を惹きつける景観が有り、その代表的なものが青葉通のケヤキ並木です。
(２)ところが、仙台当局は、この杜の都・仙台のシンボルである青葉通の駅前から西公園に至る２３３本のケヤキ中、７７本ものケヤキを伐採する計画を立て、仙台市は、４４本を移植・伐採してしまいました。これは杜の都の歴史と文化の毀損行為です。

（３）西欧諸都市では、地下鉄建設一点張りではなく、地上高速電車ＬＲＴの採用等、都市鉄道整備にあたり都市の伝統的景観と両立させる巧みな街創りを行っています。仙台市もこうした手法で仙台市の歴史と文化を守る都市交通政策を行わなければなりません。
６．結論→東西線工事を中止してください
(１)私たちは、東西線計画の有害・無益性を訴え、平成１５年、仙台地方裁判所に補助金等の公金支出差止を求める裁判を提起しましたが、同裁判所は、平成１８年３月３０日の判決で｢将来予測に著しい不合理は認められない｣、｢議会のコントロール下で市長の広い裁量に委ねられている｣などとして私たちの請求を棄却しました(仙台高裁平成１９年１０月３０日もほぼ同旨、最高裁平成２０年３月１１日不受理決定)。司法による行政のチェック機能を喪失させた判決というしかありません。
(２)しかし、２００５年の仙台市長選挙では、当選した梅原市長が東西線推進を打ち出したものの、他の候補者らは、いずれも東西線計画を見直すとし、梅原市長以外の候補者に投じられた票は推進派の梅原市長の得票数を上回りました。また、２００９年７月の仙台市長選挙の際、現奥山市長は、東西線について「１１万９０００人は困難」（平成２１年７月２４日付け河北新報）と述べ、また、同じ頃、私たち美しい仙台を創る会からの立候補者らへの質問に対し、｢地下鉄等公共事業については、その計画策定時から一定期間が経過した場合、人口動向や社会経済状況の変化により、計画内容の変更が必要であるかどうかの確認が必要です。東西線においても・・必要な時期に見直しを行い市民に説明し｣たいと回答(２００９年７月２２日ファックス)しております。いまや仙台市民の多くは仙台市当局の説明する東西線の需要見込みや採算性は疑わしいと考えています。
(３)前述のとおり、東西線建設費用の約半分は国からの補助金、地方交付税でまかなわれます。建設費を過少算定し、需要予測は実際の３倍にまで膨らませ、国のマニュアルと異なる独自の費用便益比の計算式を用いて｢０．７｣の数字を｢１．０９｣とはじき出す手法は、まさに｢無理やり推進｣、｢無理スジ公共事業｣の典型的手法といわなければなりません。
(４)すでに東西線建設工事は始まっておりますが、今、工事を中止しても、損害は４分の１程度で済み、国からの補助金６０３億円、及び地方交付税７５３億円のムダ使いを防止できます。なによりも開業後の膨大な赤字発生による仙台市の財政破綻を未然に防止できることになります。地下鉄東西線建設は無駄な公共事業の典型です。直ちに建設を中止する措置をとってください。私たちは、ぜひ、先生に直接お目にかかって東西線の有害無益性を更に説明させて頂く機会を希望します。次の連絡先にご連絡いただければ馳せ参じますので、どうぞ宜しくご検討の程、御願い致します。
　　　　仙台市民オンブズマン事務局(庫山)　電話０２２－２２７－９９００
　　　　仙台市青葉区中央４丁目３番２８号　朝市ビル３階

以上

